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20 歳前傷病に係る障害基礎年金の初診日証明手続の簡素化の周知について（依頼）

障害保健福祉行政及び年金行政の推進につきましては、平素より御協力いただきありが

とうございます。

さて、障害年金制度の広報については、「障害年金制度の周知について」（平成 26 年７月

７日付障企発 0707 第１号・年管管発 0707 第１号）により御協力いただいているところで

す。

障害年金は、障害のある方の生活にとって非常に重要なものであり、制度のみならず、

請求の際の手続についても、障害のある方やその御家族に御了知いただくことが重要であ

ると考えています。

既に、「障害年金の初診日の確認方法の周知について」(令和元年５月 31 日付障企発 0531

第 1 号・年管管発 0531 第 1 号)により、20 歳前傷病に係る障害基礎年金の初診日証明の簡

素化に係る周知に御協力をいただいておりますが、請求者の負担の軽減を図るため、本年

10 月１日より、生来性の知的障害の場合など、20 歳前傷病に係る障害基礎年金を請求する

一定のケースについて、障害年金請求時に提出する「病歴・就労状況等申立書」の記入を

簡素化できることとしました。

貴職におかれましても、見直し後の取扱いの趣旨をご了知いただくとともに、別添のと

おり、今般の見直しにあわせて、初診日証明手続に係るリーフレットの内容を更新いたし

ましたので、本リーフレットの活用等を通じて、障害者手帳交付窓口のほか、障害福祉サ

ービス申請窓口や自立支援医療の申請窓口、保健所、精神保健福祉センター等関係窓口や、

管内の相談支援事務所、基幹相談支援センター等にも周知いただくようよろしくお願いい

たします。

また、精神保健福祉主管部（局）が別途ある地方自治体におかれましては、同部局とも

適切に連携の上、御対応いただきますようよろしくお願いいたします。



【本リーフレットの日本年金機構ホームページの掲載先】

（トップページ ＞ 年金の制度・手続き ＞ パンフレット ＞ 年金の給付に関するもの(障害年金関係)）

https://www.nenkin.go.jp/service/pamphlet/kyufu.html

【担当】

厚生労働省年金局事業管理課

給付事業室 障害給付係

TEL：03－3595－2733（直通）

FAX：03－3595－2708

厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部

企画課 企画法令係

TEL：03-3595-2389（直通）

FAX：03-3502-0892



公的年⾦制度には、主に⾃営業者などが加⼊する国⺠年⾦と、会社員などが加⼊する厚⽣年⾦が

あります。こうした制度に加⼊中の病気やけがで障害が残った場合は、国⺠年⾦から「障害基礎

年⾦」、厚⽣年⾦から「障害厚⽣年⾦」が⽀給されます。
１ 級 障 害 ２ 級 障 害 ３ 級 障 害

障害厚⽣年⾦（１級）

配偶者の加給年⾦

障害基礎年⾦（１級）

９７７,１２５円

子の加算（第１・２子）

各 ２２４,９００円

障害厚⽣年⾦（２級）

配偶者の加給年⾦

障害基礎年⾦（２級）

７８１,７００円

子の加算（第１・２子）

各 ２２４,９００円

障害厚⽣年⾦（３級）
障害⼿当⾦

厚
生
年
金
（
２
階
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国
民
年
金
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階

）

障 害 の 程 度重い 軽い

障害等級について

障害年⾦に該当する状態とは

障害年⾦が⽀給される障害の状態に応じて、法令により、障害の程度が定められています。

※⾝体障害者⼿帳の等級とは異なります

○障害の程度１級

他人の介助を受けなければ日常生活のことがほとんどできないほどの障害の状態です。身のまわりのこと

はかろうじてできるものの、それ以上の活動はできない方（または⾏うことを制限されている⽅）、⼊院や

在宅介護を必要とし、活動の範囲がベッドの周辺に限られるような⽅が、1級に相当します。

○障害の程度２級

必ずしも他人の助けを借りる必要はなくても、日常生活は極めて困難で、労働によって収入を得ることが

できないほどの障害です。例えば、家庭内で軽⾷をつくるなどの軽い活動はできても、それ以上重い活動は

できない⽅（または⾏うことを制限されている⽅）、⼊院や在宅で、活動の範囲が病院内・家屋内に限られ

るような方が 2級に相当します。

○障害の程度３級

労働が著しい制限を受ける、または、労働に著しい制限を加えることを必要とするような状態です。日常

生活にはほとんど支障はないが、労働については制限がある方が３級に相当します。

詳細やご不明な点は、日本年⾦機構の年⾦事務所へお問い合わせください。年⾦事務所の連絡

先は、日本年⾦機構ホームページ（全国の相談・手続窓口）https://www.nenkin.go.jp/ でご

確認ください。

１ 初診日が被保険者期間等にあること ※詳細は次のページをご覧ください。

障害の原因となった病気やけがの初診日（※）が次のいずれかの期間にあること

① 国⺠年⾦または厚⽣年⾦に加⼊している期間（被保険者期間）

② 20歳前または 60歳以上 65歳未満で国内に居住している期間

※初診日︓障害の原因となった病気やけがについて、初めて医師等の診療を受けた日のこと

① 障害認定日（※）に、障害の状態が法令で定める障害の程度（障害基礎年⾦は１級・２

級、障害厚⽣年⾦は１級〜３級）に該当すること

② 障害認定⽇後に、障害の程度が増進し、65歳になるまでに障害の状態が法令で定められ

た状態に該当すること

※障害認定⽇︓障害の状態を定める日のことで、その障害の原因となった病気やけがについての初診日か

ら１年６カ月をすぎた日、または１年６カ月以内にその病気やけがが治った場合（症状が

固定した場合）はその日１年６ヶ⽉以内にその病気やけがが治った場合（症状が固定した

３ 一定の障害の状態にあること

次の①または②を満たしていること

① 初診⽇の前⽇において、初診⽇の属する⽉の前々⽉までの被保険者期間のうち、保険料

納付済期間と保険料免除期間を合算した期間が３分の２以上あること

② 初診日において 65歳未満であり、初診⽇の属する⽉の前々⽉までの直近の１年間に保

険料の未納期間がないこと（初診日が令和８年４⽉１⽇前の場合の特例）

※20歳前の年⾦制度に加入していない期間に初診日がある場合は、納付要件は不要

２ 保険料の納付要件を満たしていること

障害年⾦を受けるには、次の３つの要件が必要になります。

初診日 障害認定日

１年６カ月

障害年⾦制度について

⾦額は令和２年４⽉現在の年額です

※ 最低保障額

５８６,３００円

※ ⼦の加算︓第３⼦以降は各 ７５,０００円

※⼀時⾦として⽀給

別添



○初診日の確認は、初診時の医療機関の証明により⾏います。
○初診時の医療機関の証明が添付できない場合であっても、初診日を合理的に推定
できるような一定の書類により、本⼈が申し⽴てた日を初診日と確認することが
できます。

初診日の確認

隣⼈、友⼈、⺠⽣委員などの第三者が⾒たり聞いたりした初診日の頃の受診状況を
証明できる場合は、この第三者証明書類と本人申⽴ての初診日についての参考資料
により、本⼈の申し⽴てた初診⽇を確認します。

参考資料により初診日が一定の期間内にあると確認された場合で、この期間につい
て継続して障害年⾦を受けるための保険料納付要件を満たしているときは、⼀定の
期間の始期と終期を⽰す参考資料及び本⼈申⽴ての初診日についての参考資料に
より、審査の上、本⼈の申し⽴てた初診⽇を確認します。

（具体例）一定の期間内に、異なる年⾦制度に加入している場合（例︓国⺠年⾦と厚⽣年⾦）

国⺠年⾦ 厚⽣年⾦

初診日がある一定の期間

本人申⽴ての初診日 終期

一定の期間の始期と終期を示す参考資料

○本人申⽴ての初診日についての参考資料の例

身体障害者手帳等の申請時の診断書、生命保険・損害保険・労災保険の給付申請時の診断書、交通事故証明書、

インフォームド・コンセントによる医療情報サマリー、健康保険の給付記録

○一定の期間の始期に関する参考資料の例

就職時に提出した診断書、人間ドックの結果（発病していないことが確認できる資料）、

職場の人間関係が起因となった精神疾患であることを明らかにする医学的資料及び就職の時期を証明する資料

○一定の期間の終期に関する参考資料の例

２番⽬以降に受診した医療機関による証明、障害者⼿帳の交付時期に関する資料

本人申⽴ての初診⽇についての参考資料＋

始期

初診時の医療機関による証明がない場合の取扱い

が必要です。

20 歳前に初診日がある方へ

初診日を証明する手続きを簡素化できます

次の（１）及び（２）を満たしている場合には、初診日を具体的に特定しなくとも、審

査の上、本⼈の申し⽴てた初診⽇が認められます。

（１） ２番⽬以降に受診した医療機関の受診日から、障害認定日が20歳到達日以前で

あることが確認できる場合 ※以下の①又は②が該当します。

① ２番⽬以降に受診した医療機関の受診⽇が、18歳 6カ月前である場合

障害認定日は原則として初診⽇から１年６カ月をすぎた日となるため、２番⽬以降の医

療機関の受診日が 18歳６カ月前にあることが必要です。

② ２番⽬以降に受診した医療機関の受診⽇が 18歳 6カ月〜20 歳到達日以前にあ

り、20歳到達日以前に、その障害の原因となった病気やけがが治った場合（症状

が固定した場合）

症状が固定した日が障害認定日となるため、２番⽬以降に受診した医療機関の受診⽇

が 18歳６カ月より後であってもかまいません。

（２） その受診⽇前に厚⽣年⾦の加入期間がない場合

第三者が証明できる場合

初診日が一定の期間内にあると確認できる場合

＋
※原則として、複数の第三者による証明が必要

本人申⽴ての初診⽇についての参考資料 が必要です。第三者証明書類

「病歴・就労状況等申⽴書」の記入も簡素化できます（令和２年10⽉〜）

20 歳前に初診日がある方のうち、以下の①・②に該当する場合は、｢病歴・就労状況等

申⽴書｣の病歴状況の記入を簡素化できます。

① 生来性の知的障害の場合は、特に大きな変化が生じた場合を中心に、出生時から現在ま

での状況を一括してまとめて記入することが可能です。

② 上記の初診日証明手続きの簡素化を⾏った場合は、発病から証明書発⾏医療機関（上記

例ではＢ病院）の受診日までの経過を一括してまとめて記入することが可能です。

※ なお、証明書発⾏医療機関（上記例ではＢ病院）の受診⽇以降の経過は、通常どおり、受診医

療機関等ごとに、各欄に記載を⾏うことが必要です。

（具体例）

初診が 10歳時の A病院の場合でも、17歳で受診した B病院の証明がある場合、障害認定

日は 20歳到達日以前であることが確認できるため、Ａ病院の証明は不要です。

（B病院の受診前に厚⽣年⾦加⼊期間がない場合）

10 歳 17 歳

A病院（初診） B 病院（受診）

20 歳到達

1年６カ月 請求

B病院の証明


